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企業実務に深く関わる法律や制度の動きについて、
専門家から解説していただきます

　例年12月中旬に与党から「税制改正大綱」が公表さ
れます。これは各府省庁が8月末までに財務省へ提出し
た「税制改正要望」がベースとなっています。よって、
その時期の様々な社会情勢を反映した内容となります。
その後、12月下旬の閣議決定を受けて作成された「税
制改正法案」が、翌年2月上旬に国会へ提出されます。
そして、衆議院と参議院で審議され、3月下旬に可決・
成立することになります。
　「税制改正大綱」は「税制改正法案」の基になるため、
おのずと12月中旬の公表が注目されるわけです。ただ、
一部の項目が修正されたり見送られたりする場合もある
ため、実務上は3月下旬の法案成立後に最終確認する必
要があります。

　令和2年度の税制改正大綱では、主に“持続的な経済
成長の実現”や“経済社会の構造変化への対応”といった
課題に対する改正項目が挙げられています。
　法人に関係する主な項目は次の通りです。
・オープンイノベーションに係る措置（ベンチャー企業
に対する出資の一定額を所得控除できる措置の創設）
・投資や賃上げを促す措置（投資や賃上げに消極的な大
企業の研究開発税制などの適用の停止条件の強化）
・5G導入促進税制（第5世代移動通信システムの普及
促進のための設備投資に対する税額控除・特別償却の
創設）
・地方創生応援税制の見直し（いわゆる企業版ふるさと
納税の税額控除割合の引き上げ）
・連結納税制度の見直し（グループ内の各法人を納税単
位とし損益通算等の調整を行う制度への移行）
・外国子会社を利用した租税回避への対応（受取配当益金
不算入と株式譲渡損失を組み合わせた租税回避の防止）

　このように、デフレ脱却や国際競争力の強化のための
項目が見受けられますが、どちらかといえば大企業向け
のものとなります。今回の改正内容は、中小企業への影
響はあまりないかもしれません。

　ただ、働き方改革の一環として消費税に関する改正項
目が盛り込まれています。それは、法人税の申告期限延
長の特例を受けている法人について、消費税の申告期限
を1か月延長する特例の創設です。該当する法人にとっ
ては、法人税と消費税で申告期限が違うことによる税務
処理の負担増が以前から言われていましたが、企業の事
務負担の軽減を図る観点から、ようやく改正されそうで
す。

　上記以外には、全てのひとり親家庭の子どもの公平性
を実現するために、これまで死別・離婚が要件となって
いた寡婦（寡夫）控除について、未婚のひとり親につい
ても適用される予定です。また、国外居住親族に係る扶
養控除の適用について、年齢条件や居住者から一定額以
上の仕送りを受けているなどの要件が追加される予定で
す。これらは所得税の改正項目となりますが、従業員の
年末調整の際には再確認が必要となります。

　いよいよ3月下旬には令和2年度の税制改正が行われ、
改正項目が確定します。ご自分の会社や業界に関連する
項目を今一度ご確認ください。
　また、毎年末に翌年へ向けての自社の目標や取組みを
検討する際には、翌年の経済や業界の動向予測と併せて、
12月に公表される「税制改正大綱」も参考にされては
如何でしょうか。

　働き方改革の同一労働同一賃金を定めたパートタイ
ム・有期雇用労働法が、2020年4月1日（中小企業は、
2021年4月1日）より施行されます。同一企業内におけ
る正社員と非正規社員（パートタイム労働者、有期雇用
労働者、派遣労働者）の間の不合理な待遇差をなくすこ
とを目的としています。具体的な事例がガイドラインに
おいて示され、基本給、諸手当、福利厚生、教育訓練な
どの個々の待遇ごとに、当該待遇の性質・目的に照らし
て適切と認められる事情を考慮して、待遇差が不合理か
どうかを判断することになります。
1　基本給
　正社員と非正規社員の基本給の決定基準・ルールに違
いがあるときは、「将来の役割期待が異なるため」とい
う主観的・抽象的説明では足りず、基本給の決定基準・
ルールの違いは、職務内容、職務内容・配置の変更範囲、
その他の事情の客観的・具体的な実態に照らして不合理
なものであってはならないとされています。「①能力又
は経験に応じて」、「②業績又は成果に応じて」、「③
勤続年数に応じて」支給する場合は、①、②、③に応じ
た部分について、同一であれば同一の支給を求め、一定
の違いがあった場合には、その相違に応じた支給が求め
られます。
2　役職手当等
　役職の内容に対して支給するものについては、正社員
と同一の役職に就くパートタイム労働者・有期雇用労働
者（以下パート等）には、同一の支給をしなければなら
ないとされています。また、役職の内容に一定の違いが
ある場合においては、その相違に応じた支給をしなけれ
ばならないとされています。業務内容が同一である場合
の「皆勤手当」、危険度又は作業環境が同一である場合
の「特殊作業手当」等も同様です。

3　通勤手当等
　パート等には、正社員と同一の支給をしなければなら
ないとされています。同一の支給要件をみたす場合の単
身赴任手当等も同様です。
4　時間外手当等
　正社員と同一の時間外、休日、深夜労働を行ったパー
ト等には、同一の割増率等で支給しなければならないと
されています。例えば、正社員の時間外労働の割増率が
35％で、パート等の割増率が25％の場合は、パート等
の割増率も35％にしなければならないとされています。
5　家族手当・住宅手当等
　家族手当、住宅手当等はガイドラインには示されてい
ませんが、均衡・均等待遇の対象となっており、労使で
個別具体の事情に応じて議論することが望ましいとされ
ています。
6　賞与
　会社の業績等への貢献に応じて支給するものについて
は、正社員と同一の貢献があるパート等には、貢献に応
じた部分につき、同一の支給をしなければならないとさ
れています。また、貢献に一定の違いがある場合におい
ては、その相違に応じた支給をしなければならないとさ
れています。
7　説明義務
　この法律によって、不合理な待遇差は禁止されますが、
非正規社員は、「正社員との待遇差の内容や理由」など
について、事業主に説明を求めることができるようにな
りました。事業主は、求めがあった場合は説明しなけれ
ばならないとされています。ただし、個々の待遇差が不
合理か否かは、最終的には司法において判断されること
になります。

税制改正大綱とは?
　そろそろ令和2年度の税制改正が行われると思うのです
が、それに先立って昨年末に公表されていた税制改正大綱と
は何でしょうか?
　また、令和2年度の税制改正の内容はどのようになりそう
ですか?
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「働き方改革」:　同一労働同一賃金
　弊社は、県内3か所で福祉事業を営んでおり、従業員数は50人
で、正社員は30人、正社員以外にも短時間のパートタイムと1年
契約更新のフルタイムが20人在籍しています。「働き方改革」の
同一労働同一賃金に対応するために、手当や待遇などの見直しを
考えています。具体的にはどのような対応策が必要でしょうか。
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